どんな共生をどう可能にするのか？
―シティズンシップ教育研究からの問い―
岸田由美（金沢大学）

　本報告では，多様化・複雑化が進む現代の社会づくりについて，社会のまとまりの維持発展の鍵として何を重視するのか，その社会の形成者にどのような資質（シティズンシップ）を期待・育成するのかを中心に，多様性を前提とした国家社会運営に蓄積ともつカナダの事例を参照しながら検討していく。

１．カナダ多文化主義政策の流れ
（1）多文化主義の必要性
多様なニーズを調整し，利害をやりくりし，一つの国家共同体を維持するために･･･
・連邦制多民族国家： 3つのネーション，独自の開拓史・民族構成を持つ13の州・準州
・持続的移民国家：少子高齢化対策として，「人的資本」たる移民を世界中から大量受入れ

（2）多文化主義とシティズンシップ

　1990年代には，多文化主義とシティズンシップが同義にとらえるようになったと言われる。違いを尊重しつつ国家の統一性を高めるための一つの方法として，帰属意識や，共通意識としてのカナダ人アイデンティティの育成が図られるようになり，その対象も，移民やマイノリティからすべてのカナダ人に拡大された。
教育面では，1980年代後半以降多文化教育から反人種主義教育へ，90年代末以降シティズンシップ教育へと，多様性を扱う教育課題の関心や用語が変遷してきた。この流れは，ヨーロッパ系諸民族間の文化的権利・承認獲得争いといった性格が強かった1970年代の多文化主義から，有色人種が移民の多数派となり（1980年代後半），さらに都市人口の半数近くになるという流れに呼応している。2000年代に連邦市民権・移民省が発行したシティズンシップ教育用教材の内容を見ると，移民への理解促進，多様な人々からなるカナダの称揚，カナダへの帰属意識や参加の促進が主要テーマとなっている。前2者は伝統的に多文化教育が取り扱ってきたテーマであり，シティズンシップ教育が多文化教育を包含したものであることがわかる。

２．現実としての共生と社会づくりとしての共生
各国家の領域内に生きる人は，国籍や人種，文化的違いに関わらず，ホスト社会の法に従い，社会的リソースを利用している。つまり，周囲の人間との関係，地域社会への参加度に関わらず共生―共通の領域的，政治的空間で生活―している。
外国人住民に関して言えば，移住を繰り返す労働者なのか，永住予定なのかによってホスト社会との結びつきには差が生まれるだろうが，その社会の実質的構成員として生活を営む者のシティズンシップとしては，法的義務を果たし，社会に害をなさないというレベルにとどまらず，社会に対して帰属意識（アイデンティティ）を持ち，能動的に社会に参加するレベルのシティズンシップ＝行動的シティズンシップが求められるようになっている。シティズンシップ教育においては，ただ同じ社会で生きている多様な他者を意識させるだけでなく，その社会を共につくってきた／つくっていく者同士という認識，つくろうという意欲，つくることのできる力を育てること，実際の行動（具体的には政治やコミュニティ活動等への参加）へと結びつけるまでが課題となる。
３．何が人に「つながり感」をもたせ，社会の分断や不安定化を防ぐのか

カナダでは，1990年代後半には社会的結合（social cohesion）が政策課題として論議されるようになるが，それは，「すべてのカナダ人の信頼，希望，互恵の意識に基づいて，共通の価値，共通の挑戦，平等な機会のあるコミュニティを発展させていく継続的プロセス」と定義された。共通性はすでにあるものとせず，その合意を形成・発展させていくプロセス，そこに参加する行為が，人々をつなげると考えられた点に特徴がある。カナダという一つの領域に暮らす者同士という共通性を出発点とし，そのカナダという共同体は，自然なものというよりそこに生きる人々の意思と努力による構築物であるから，そのコミュニティづくりのプロセスで協働することが人々を「カナダ人」にしていくのだという理解である。

カナダやオーストラリアの研究者によれば，社会的結合にとって重要なのは，共通価値や文化的均質性よりも，社会の葛藤を適切に処理する公的機関や，社会的リソースを公正に分配する健全な経済の有無である。行政側は，社会不安を防ぐため，すべての人が，少なくとも敵対しあわない関係を持ちうるように，リソースが不公正に分配されていると感じるような人がないように，公正な社会的承認と分配のシステムを整えなくてはならない。

４．何が公正さを担保するのか
シティズンシップ教育では，暴力や差別，逸脱行動の除去を念頭に，社会規範や共通価値の教育も強調される。しかしそこで示される「共通」の規範や価値の正当性，公正さが担保されなくては，それは教化教育にもなりかねない。その「共通性」が，誰に，どう合意されたものか，がポイントとなる。条件として以下のようなことが考えられるだろう。
□すべての人がアクセス可能で，実際に多様な視点が反映されうる，合意形成過程が機能していること
□そこにアクセスする権利，政治的市民権の線引きが明瞭且つ合理的であり，権利入手の方法も合理的であること
□市民権の行使や社会参加を妨げる要因を発見し，除去する努力がなされること

□市民権を生まれながらに持っている人間も，本質的・特権的なものではなく構築的・実質的なものとして市民権，社会との関係を理解できるよう働きかけること
５．どう学ぶのか：実践から学ぶシティズンシップ
　民主的シティズンシップの育成においては，教育内容以上に民主的な学校環境・教授法が重要だと指摘されている。つまり，実際の生活の中から，個人や社会組織の営みから成り立つ社会の仕組みや民主主義の意味や機能を学び，そのシステムへの信頼や支持，参加への態度や技術を育てることが求められる。行動が違いを生むと実感できることも重要である。
例えばオンタリオでは，家庭でのお手伝いから始まり，学級・学校・コミュニティでの役割へと，市民としての責任を，段階的に，実践しつつ学ぶ方式がとられる。政治参加についても，自分たちの生活をとりまく政府や行政機関の役割，仕組みを具体的に学びつつ，選挙活動への参加も促される。同時に，NGOの実際の活動などから，政府以外の社会や世界を変えるための取り組みについても学ぶ。
＊取り上げた事例，論点について詳細は，『世界のシティズンシップ教育』（東信堂，2007：108-120）および『カナダ教育研究』6号（2008：28-40）所収の拙稿を参照されたい。
